
取締役社長

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
ここに、第97期中間期の会社概況についてご報告申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間における当社グループを取りまく経営環境は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、大幅に悪化しました。
　自動車業界では、メーカー各社の生産一時停止や需要の急減があり、足元では、中国・北米で需要の
回復が見られ、国内需要も回復の兆しは見えているものの、依然として先行き不透明な状況が続いていま
す。また、建設機械及び産業機械・工作機械業界においても、米中貿易摩擦による昨年度からの国内
メーカーの需要低迷に加え、新型コロナウイルス感染症による経済活動縮小の影響も大きく、需要は大幅
に減少したことから、売上高は大幅に減収しました。
　営業利益は、生産コストの改善や前第２四半期連結会計期間での海外子会社の減損計上による償却‌
負担減少があったものの、売上減の影響に加え、特殊鋼鋼材事業における高炉改修に伴う備蓄在庫取り
崩しによる一過性費用の影響が大きく、損失を計上することとなりました。
　通期の見通しにつきましては、足元では経済活動の再開による持ち直しの動きが見られるものの、需要
減少により厳しい状況が継続していることに加えて、室蘭コンビナートでの20年に１度の高炉改修に伴う
一過性費用の負担が下期に大きくなるため、今期の業績は大変厳しい予想としております。

　剰余金の配当につきましては、2021年３月期の業績予想は経常損失ならびに親会社株主に帰属する‌
当期純損失の見通しとなることから、誠に遺憾ではございますが当期の中間配当を無配とし、また、期末
配当を無配の予想とさせていただきました。
　株主の皆様には深くお詫び申し上げますとともに、早期に復配できるよう努めてまいります。

　当社グループは、2020年５月に2020中期経営計画（2020年度～2022年度）を公表し、各施策に
着手しております。喫緊の課題である「海外事業の構造改革」についてはコロナ禍による売上減を除けば、
北米ばね子会社ならびにインドネシア特殊鋼鋼材子会社の再建は概ね計画通り進捗しています。なお、‌
今期発生する高炉改修の一過性費用は2021年４月以降には発生せず、改修効果を享受することとなり、
業績の改善に寄与します。また、市場環境の不透明感が拭えない中、今後も厳しい事業環境が継続した
場合でも利益を出せるよう損益分岐点を下げる施策として、希望退職を含めた一段の全社的なコスト構造
改革及び財務体質強化などの取り組みを行い、最終利益を確保し配当できる体制を整えてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2020中期経営計画スローガン

「素材から製品まで一貫したモノづくりで
お客様に付加価値を提供する」

株主の皆様へ
中間報告書

2020年４月１日～2020年９月30日

証券コード：5632

第97期
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連結売上高 連結営業利益

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 セグメント別売上構成比率

業績の推移

特殊鋼鋼材
43.5%

ばね
35.1%

素形材
8.6%

機器装置
9.9%

その他
2.9%
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セグメント別状況

特殊鋼鋼材事業 ばね事業

機器装置事業素形材事業

　売上高は、昨年度からの米中貿易摩擦による建設機械及び‌
産業機械・工作機械メーカーの需要低迷に加え、コロナ影響で
需要がさらに減少したことにより、減収となりました。
　営業利益は、国内事業では販売数量減と7月からの高炉改修
に伴う計画的な備蓄在庫取り崩しによる一過性費用増加の影響
が大きく、損失となりました。一方、インドネシア海外事業では、
当第２四半期にあたる４～６月よりコロナ影響を受けたものの、‌
操業改善によるコストダウン及び固定費削減に向けた取り組みの
効果や、前期の減損計上による償却負担減もあり、損失幅は大幅
に縮小しました。事業全体としては、減益となり損失を計上しま
した。

　下期は、国内外における主要顧客の需要低迷とコロナ影響が、
上期を底に徐々に回復していくと見込んでおりますが、今下期は
高炉改修の計画的な一時費用負担の影響が上期より大きいため、
下期の損失が拡大します。
　今後につきましては、来期は高炉改修に伴う一過性費用は解消し、
生産性改善、日本製鉄株式会社殿との協業による生産量増加を‌
見込んでおり、2021年度から営業利益の黒字化を見込んでいます。

　売上高は、コロナ影響により、第１四半期において主要顧客の
工場稼働停止や大幅な生産減となったことによる北米・国内の‌
売上減の影響が大きく、第２四半期では北米や中国の自動車‌
メーカー向け販売は先行して回復しているものの、減収となり‌
ました。
　営業利益は、北米子会社の新製品立ち上げ時のトラブル解消
や、前期に行った海外子会社の減損計上による償却負担の減少
及び経費削減施策の効果があったものの、回復が遅れている‌
国内の売上減の影響が大きく、損失が拡大しました。

　下期は、中国・北米を中心に市場の回復が進んでおり、回復
が遅れていた国内についても徐々に回復していくものと見込んで
おります。下期の売上回復に加え、原材料価格低減（材料切替）、
生産コスト改善により営業利益の損失幅は縮小していきます。
　今後につきましては、北米における今上期に決着した売価改定
及び工場統合による固定費削減効果の寄与ならびに需要回復に‌
より、事業全体として2021年度から営業利益の黒字化を見込ん
でいます。
　また、各拠点において新規受注獲得も順調に進んでいます。

　売上高は、機器装置事業は受注から売上を計上するまでの‌
期間が比較的長いことから、今上期におけるコロナ影響は限定
的に留まり、微減となりました。
　営業利益は、売上減の影響があったものの、採算改善への‌
取り組みや各種コスト削減の積上げにより、増益となりました。

　下期もコロナ影響により、厳しい受注環境が継続するものと‌
思われます。
　今後につきましては、コア技術の継承と開発の積極的な推進に
より、主力製品の拡充及び新分野・新顧客への拡販に注力‌
するとともに、継続的な設備投資により、総合エンジニアリング‌
会社として持続的成長を目指してまいります。また、三菱製鋼‌
グループ内の連携を強化し、製品コスト削減と輸出の拡大を進めて
まいります。

　売上高は、コロナ影響による国内外の自動車部品・電子部品
メーカーの減産継続に伴う精密鋳造品や特殊合金粉末等の売上
減に加え、事業撤退に伴う磁気製品の売上減もあり、減収しま
した。
　営業利益は、売上減の影響が大きく、損失が拡大しました。

　下期は、コロナ禍による売上減やマザー工場立ち上げ費用の
増加があり損失を見込んでいます。
　今後につきましては、千葉AMC（アドバンスト・マテリアルズ・
センター）を最大限活用し、「製品力の向上」「新技術の開発」
「モノづくり力の強化」を推進し、マザー工場として国内外拠点
の支援強化を図ってまいります。単品的な製品ラインナップに‌
留まっていた素形材製品を、材料からの一貫生産ビジネスモデル
として強化してまいります。
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2020中期経営計画の進捗について特集

海外事業の構造改革

高炉改修一過性費用の影響

インドネシアJATIM

喫緊の課題である「海外事業の構造改革」は、概ね計画通りの進捗

北米MSSC
再建計画の進捗
・‌�コロナ影響前の1～3月（今期1Q）は、ほぼ再建計画通り営業黒字
を実現
・丸鋼は計画通り平鋼レベルまで歩留まりが改善
・‌�丸鋼の寸法精度向上のための設備投資	 ‌
安価な中国材と競合しない上位品質の丸鋼の安定量産に目途が
つき、このゾーンでの拡販を推進中
・製造改善に加え、コロナ禍を受けて追加人員削減を実施
・損益分岐点引下げにより価格競争力が高まり、新規受注も進捗

下期の需要環境は、徐々に回復が見込まれるものの、高炉改修の一時費用は下期に集中し損益を悪化させることとなります。
高炉改修の一過性費用は、高炉の休止期間の2020年７月～11月に発生する一時費用とその期間の備蓄在庫消化影響があります。
今期発生する高炉改修の一過性費用は、来期以降には発生せず、改修効果を享受することとなり、業績改善への寄与が見込まれます。

（億円）

2019年度 2020年度 2021年度

通期 1Q 2Q 3Q 4Q 通期

高炉の稼働状況 全期間 3ヶ月 0ヶ月 1ヶ月 3ヶ月 全期間

高炉改修費用負担額
【一時費用】（億円） ― ― ― △5 △15 ―

備蓄状況 備蓄局面 備蓄局面 在庫消化 在庫消化 ― ―

備蓄影響※
（億円） 18 3 △12 △14 0 0

※ ３Qの売上増により、備蓄量より多い在庫使用となりマイナスが大きくなっています。

再建計画の進捗
・‌米国からカナダ工場への生産移管は計画通り進捗
・‌�コロナ影響があるものの、新規受注獲得も進み、2022年以降は‌
移管・受注確定分でカナダ工場の適正量を確保する見込み

材料価格変動対策
・‌�価格転嫁で難航していた大口取引先1社との値上げを合意し7月
より反映
・‌�材料市況指標の顧客との統一は8割方合意し、材料変動リスクの
ミニマム化進展
・‌�鋼材などの主要材料の購入先見直し及び複数購買が大きく進捗

上期に決着した値上げ交渉や材料調達構造の見直し、カナダ工場
フルキャパ化、工場統合による固定費削減効果により、2022年度
営業黒字化の見通しです

1-3月 4-6月
2019年 2020年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月

歩留まり改善
（歩留まりの推移）

平鋼
丸鋼 2021年2020年 2022年 2023年

北米売上の7割を占めるスタビライザ受注見込みの推移
（生産能力は統合先のカナダ工場）

■ 米国生産
　 （カナダへ
　 移管予定）

中期計画（コロナ影響なし）

コロナ影響織り込み後

カナダの: 
■ 受注見込分
■ 米国からの移管分
■ 受注確定分

生産能力（6日稼働）

（5日稼働）

高清
浄度
領域

低価
格帯

インドネシア丸鋼特殊鋼の価格・品質・シェア概況
1,100㌦

700㌦
店売

中国
9千㌧/M

足回り 快削鋼
2輪・建機 4輪：ギヤ・エンジン

低 品質（難易度） 高

価 

格

JATIMの
受注範囲

韓国
3千㌧/M

日本
13千㌧/M
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2020中期経営計画　通過点2021年度の見通し特集

2020年度 2020年度
４Qの

４倍値（Ａ）

2021年度
通期見込み

（Ｂ）１Q ２Q ３Q ４Q 通期 （Ｂ）−（Ａ）

売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業

鋼材 114 −5 80 −2 83 −14 128 −5 405 −27 512 −20 569 7 57 27

（一時費用） −5 −15 −20

ばね 63 −11 94 −7 101 −1 109 0 367 −19 436 2 446 5 10 3

素形材 22 −0 17 −1 19 −2 20 −1 77 −4 80 −2 81 0 1 2

機器装置 23 2 21 0 16 −1 35 2 95 3 140 8 85 1 −55 −7

その他 6 0 6 0 7 0 7 0 27 1 28 1 27 1 −1 0

固定費
削減 16 16

連結消去 −14 −10 −13 −13 −51 −52 0 −74

合計 214 −13 209 −11 214 −22 285 −19 920 −66 1,144 −11 1,134 30 41

（単位：億円）

仮に中期計画の売上高を達成できなくても利益計画は必達させることを目指し、様々なリスクや変化点‌
への備えとして諸施策を講じてまいります

●‌�まずは、今期第4四半期レベルの事業環境が継続したとしても、来期2021年度に最終利益まで黒字化‌
するための製造改善や固定費削減を行い、損益分岐点を引き下げます

「2020年度第４四半期の環境でも最終利益を確保し配当できる体制へ」
●‌�中期計画最終年度の2022年度に向けて拡販を推進し、今期第4四半期レベルの売上を上回ることで利益‌
計画を達成します

鋼材の一時費用は
2020年度限りで解消

売上・営業利益が４Ｑ×4倍と
乖離する主要因

特殊鋼鋼材事業：
（売　　上）‌�鋼材は４Ｑにおける受注見通しを‌

考慮し、若干増を見込む
（営業利益）‌�売上増と生産量回復等による‌

製造単価低減効果

機器装置事業：
（売　　上）‌�例年４Ｑに売上が集中する影響を

調整
（営業利益）‌�売上調整、コロナ禍による競争激化

を反映

固定費削減：
（営業利益）‌�全社レベルの固定費削減追加施策

効果
※‌�詳細は、下記「損益分岐点 引き下げ施策」を
参照

４Ｑ見通し×４（１年間）
と仮定した場合の業績

（鋼材の一時費用は解消）
※億円未満四捨五入のため、
　単純に４倍値とはなりません。

４Ｑ見通しの環境が
来年度も継続した場合でも、

最終利益を確保

詳しくは、下記2021年３月期第２四半期決算説明資料をご参照ください。
https://www.mitsubishisteel.co.jp/ir/presentation/pdf/20201111_4.pdf

損益分岐点 引き下げ施策

① 全社的なコスト構造改革
・人員削減
　▶国内希望退職　生産現場を除く40歳以上の従業員の約2割強（約100人）を削減
　▶海外人員削減　前期実施済みの1,000人に加え、今期追加で250名削減
・本社役員報酬の更なる返上・管理職の給与カット
・各種固定費の徹底した削減
・設備の厳選投資
・但し、研究開発は継続（中期計画で発足した営業戦略室による顧客本位の技術開発推進）
　➡上記施策で、損益分岐点売上高を10％改善

② 財務体質強化への取り組み
昨年度までの業績悪化や今期のコロナ影響により悪化した財務体質の強化を図る
・日本・カナダの遊休不動産の売却推進
・政策保有株式の売却

コロナ影響下でも利益を創出する取り組み→最終利益を確保し配当できる体制へ
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（ご注意）
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、‌
原則、口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人(三菱UFJ信託
銀行)ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関(三菱UFJ信託‌
銀行)にお問合せください。

　  なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
（注）‌�本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。‌

また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
同総会権利行使
株 主 確 定 日 3月31日
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1
℡0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって‌
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL https://www.mitsubishisteel.co.jp/

株主メモ

会社概要
当社グループの概況（2020年９月30日現在）

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号
設 立 1949年12月
資 本 金 100億3百万円
研 究 所 技術開発センター、技術開発センター室蘭分室
事 業 所 千葉製作所、広田製作所
支 社 中部（名古屋）、西日本（大阪）
営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国16ヵ所
海外事務所 デュッセルドルフ（ドイツ）
子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
  三菱長崎機工株式会社
  菱鋼運輸株式会社

海外
  PT. MSM INDONESIA
  PT. JATIM TAMAN STEEL MFG.
  MSSC CANADA INC.
  MSSC US INC.
  MSSC MFG MEXICANA, S.A. DE C.V.
  MSSC Ahle GmbH
  寧波菱鋼弾簧有限公司
  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
  MSM CEBU, INC.
  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

当社の役員（2020年９月30日現在）
＊取 締 役 社 長 佐　藤 基　行
＊常 務 取 締 役 永　田 裕　之
　取 締 役 髙　島 正　之
　取 締 役 菱　川 　　明
　取 締 役 関　根 博　士
　取 締 役 天　野 　　裕
　取 締 役 高　山 　　淳

（注）	1. ＊印は代表取締役であります。
	 2. ‌�髙島正之、菱川　明、坂本泰邦、中川徹也の４氏は会社法に‌

定める社外役員であり、独立役員として株式会社東京証券取引所に
届け出ております。

　取 締 役 山　尾 　　明
　取 締 役 山　口 　　淳
　常 勤 監 査 役 坂　本 泰　邦
　常 勤 監 査 役 永　井 岳　司
　監 査 役 中　川 徹　也

当社の株式の状況（2020年９月30日現在）

■所有者別株式数

■大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

三菱重工業株式会社 1,000 6.48
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 908 5.89
明治安田生命保険相互会社 715 4.63
株式会社三菱UFJ銀行 429 2.78
STATE STREET LONDON CARE OF 
STATE STREET BANK AND TRUST,
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON 
BRANCH CLIENTS-UNITED KINGDOM

428 2.78

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 409 2.65
三菱製鋼共栄会 365 2.37
三菱UFJ信託銀行株式会社 342 2.22
株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 302 1.96
株式会社日本カストディ銀行（信託口9） 297 1.93
（注）	持株比率は、自己株式271千株を控除して計算しております。
	 ‌�なお、自己株式には「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式（53千株）

は含んでおりません。

■金融機関：31.7%

■金融商品取引業者
：4.1%

■事業法人・その他法人：17.5%■外国法人等：16.2%

■個人・その他：30.5%

■発行済株式の総数
■株主数

15,709,968株
9,411名

－6－


